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研究要旨 
近年、食品への意図的な毒物混入事件が頻発したことも相まって、食品事業者におけ

る食品防御への認識が徐々に高まってきている。そのような状況の中、新型コロナウィ

ルス感染症の流行が始まった。新型コロナウィルス感染症は令和５年５月から感染症法

上の位置づけが５類感染症に移行されたが、感染症と共生した新しい生活様式が模索さ

れるなか、消毒用アルコールの常設や卓上調味料の個包装化などが感染症対策として常

態化し、以前とは変化した点も多い。 
以上の認識のもと、本研究課題においては、新しい生活様式を前提として、ガイドラ

インの見直しや新しい生活様式下での初の大規模イベントとなる大阪万博の開催など

に備えた対策などを検討する。 
そこで、今年度の本分担研究においては、大規模総菜製造業と食品製造工場２か所に

ついて、新しい生活様式下における変化と食品防御上の脆弱性の把握を行った。 

 
 
A．研究目的 
食品テロによる被害から国民を守る視点は、

テロの未然防止と円滑な事件処理である。しか

し、食品テロの被害はフードチェーンに沿って

広域に拡大、散発的に発生するため、原因の特

定が困難である。このため、フードチェーンを

構成する食品工場から流通施設、食事提供施設

に至るまで、上流から下流まで全ての段階にお

ける食品防御対策が必要不可欠である。 
このような観点から、今村はこれまで、「食品

防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証

に関する研究」、「行政機関や食品企業における

食品防御の具体的な対策に関する研究」、「小規

模な食品事業者における食品防御の推進のため

の研究」等の研究代表者として、食品工場等へ

の訪問調査を行い、食品防御対策のためのチェ

ックリストやガイドラインの作成を行ってきた。 
以上の状況の中、近年、食品への意図的な毒

物混入事件が頻発したことも相まって、食品事

業者における食品防御への認識が徐々に高まっ

てきている。そのような状況の中、新型コロナ

ウィルス感染症の流行が始まった。この感染症

の流行は、宅配事業、また自社サイトを通じて

直接注文を受け付けるインターネット販売等も

含めて、新しい飲食物の販路を開拓させ、また

それらの多様化を押し進めることとなった。ま

た、消毒用アルコールの常設等、日常における

感染症対策を変化させることとなった。 
以上の認識のもと、多様化した事業形態と新

しい生活様式を前提としたチェックリスト・ガ

イドラインの見直し・作成を行うこととなって

いる。 
今年度の本分担研究においては、新しい生活

様式と、また新しい生活様式下で初の大規模イ

ベント開催となる大阪万博を見据えて、大規模

総菜製造業と食品製造工場における食品防御上
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の脆弱性の把握を行った。 
 

B．研究方法 
食品を取り扱う事業所２箇所に対して実地調

査を実施し、食品防御の観点からみた脆弱性に

関する情報を収集・整理した。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究で得られた成果は全て厚生労働省に報

告をしているが、一部意図的な食品汚染実行の

企てに悪用される恐れのある情報・知識につい

ては、本報告書には記載せず、非公開としてい

る。 
 
C．研究結果 
 
１．A 社（大規模・総菜製造業）における意図

的な食品汚染に関する脆弱性 
 
１．１  訪問先の概要 
今回訪問した事業所の概要を以下に示す。 
従業員数 約 1,300 名（社員約 600 名、派遣社員

約 200 名、委託協力会社益 500 名） 
※外国人も含め従業員の国籍は9か国 

竣工 2011 年 
製造品目 総菜約 2 万食の製造が可能 
食品防御に

係る取組 
あり。自社独自の食品防御活動を実

施。 
 

2011 年建設と新しい施設で、全体に食品安全

に配慮された設計となっている。閉鎖性が高く、

正門以外からのアクセスはしづらい。食品防御

については 2016 年から導入し、都度改訂を重

ねて運用されている。 
食材搬入時に異物混入等チェック後、原材料

種類（野菜・果物、肉、魚）ごとに分離された

作業エリアでプレパレーションを実施。プレパ

レーション後、調理エリアで調理製造され、調

理後急速冷却される。食材の流れは一方向にな

るよう設計されている。 
食品以外にも納品先で使用される物品をすべ

て管理し、製造した総菜と一緒に納品している。

食品製造エリアとその他の物品の管理エリアは

フロアを分けられており、管理職以外は行き来

できないようになっている。 
 

１．２  意図的な食品汚染に関する脆弱性に

ついての情報収集 
実地調査結果の概要を以下に示す。なお、以

下内容、訪問先事業所について聞き取ったもの

である。 
 

 
１．２．１  組織マネジメントについて 

国内の異物混入事件や社内での持ち込み禁止

のピアス混入発生を契機に、2016 年にガイドラ

インを制定し、各種ルールを導入、教育を開始

した。先行の事例を参考に、①組織マネジメン

ト、②人的管理、③施設管理、④入出荷の管理

を実施している。 
従来の管理に追加して、持ち込み禁止品の制

定、腕章の着用など新ルールを導入した、衛生

管理がもともと厳しく、大きな抵抗なく導入で

きた。 
 

１．２．２  人的要素（従業員等）について 
 採用後のトレーニング、マネジメントで人的

管理をすることとなり、フードディフェンス点

検を開始した。もともとパートや協力会社社員

は多国籍で、コミュニケーションの重要性は認

識しており、積極的に対応した。 
 採用の際の身元確認、制服の管理（施錠管理、

退職時の返却等）、従業員の言動に注意して面談

を行う等実施している。 
 外国人向けには外国語教材を準備し、e-ラー

ニングによる教育研修を実施している。理解度

テストは 9 割合格している。 
 
１．２．３  人的要素（部外者）について 

セキュリティカードや制服等で、不審な人が

いるとわかるようになっている。配送業者は使

用するトイレを分けるなどして対応している。 
 
１．２．４  施設管理について 

全体的に閉鎖的な施設で、外から入りづらい。

カメラを 100 台以上設置し、全体的に閉鎖的な

施設で、外から入りづらい設計となっている。 
作業エリアへの持ち込み禁止品の制定、手荒

れ対応のための食品添加物でできたハンドロー

ションの設置、薬剤の施錠管理等を実施してい

る。 
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１．２．５  入出荷時の管理について 
 金属探知機での検査後、施錠または開封する

とわかるシールで封印している。数量はカート

に記載している。 
食品の設置後、カートごと冷蔵できる大型冷

蔵庫に収納し、搬出口から直接トラックに積み

込みしている。 
 
１．２．６  質疑応答を通じた聞き取り内容 

・ 以前小さなヒヤリハット事例があり、工

場設計の段階から想定してカメラを設

置した。また、航空保安法の関係で、敷

地周辺へのカメラはもともと設置して

いた。カメラの設置にあたっては、特に

組合とのハレーション等なく、従業員の

抵抗はなかった。 
・ 他社のガイドラインを参考に作成して

おり、参考にしたガイドラインが食品防

御班の考え方を取り入れたものと思料

する。 
・ 作業者は、外国人については紹介で入っ

てくることが多い。 
 
 
２．B 社（大規模・乳製品製造業）における意

図的な食品汚染に関する脆弱性 
 
２．１  訪問先の概要 
今回訪問した事業所の概要を以下に示す。 
従業員数 約 620 名（うち外国人 40 名）、3 交代

制、土日休業 
竣工 2019 年 
製造品目 生産能力 40,000 トン/年 
食品防御に

係る取組 
あり。FSSC22000 の取得に加え、自

社独自の食品防御活動を実施。 
 

2019 年創業、敷地面積 52,000 ㎡、延べ床面

積 47,000 ㎡。乳製品製造業、添加物製造業で認

可を取得している。1966 年創業の旧工場から、

2019 年に移設した。 
新しい施設で、当初から食品防御対策の概念

も取り入れて設計されており、充実した施設と

なっている。 
従業員の福利厚生や働きやすさに配慮した取

り組みや設備が多く、働きやすい職場となって

いる。 

２．２  意図的な食品汚染に関する脆弱性に

ついての情報収集 
実地調査結果の概要を以下に示す。なお、以

下内容、訪問先事業所について聞き取ったもの

である。 
 
２．２．１  組織マネジメントについて 

社員証でセキュリティをかざして社屋に入る。

勤怠管理、社員食堂精算なども社員証で行える。

車通勤の入場には、車両入構許可証を配布して

いる。作業着には氏名を記載し、タグを埋め込

み、生産エリアに入場する。誰がどこに入った

か、管理できるようになっている。重要フロア

は入場制限している。 
 

 
２．２．２  人的要素（従業員等）について 
 FSSC22000 のマネジメントシステムにのっ

とった従業員教育を実施している。 
 レクリエーション、コミュニケーションなど

は積極的に実施し、不満等の聞き取りや解決に

努めている。 
 
２．２．３  人的要素（部外者）について 

入場時のチェックで対応している。 
 
２．２．４  施設管理について 

カメラは敷地・建屋内に150台設置している。

品質カメラという名称にしており、品質が担保

された形で生産されているか、証明できるよう

にという目的で設置している。 
工業団地の中にあり、周囲の人通りは普段か

らほとんどない。 
製造エリアは開口部が極力少なく、外部から

侵入しづらい設計となっている。 
原料チーズの開封や切断などは極力機械化し、

人手が入る工程を最小限としている。 
 
２．２．５  入出荷時の管理について 
 製造から出荷までの流れが 1方向になるよう

に設計されている。原材料、製造ロット、出荷

ロットが QR コードで一元管理し、どの原材料

がどこに出荷されたかトレースできるようにな

っている。 
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２．２．６  質疑応答を通じた聞き取り内容 
・ なるべく自動化され、人手が入る部分が極

力少なくされている。小ロットのラインな

どは人が作業する部分が多い。 
・ 外国人への研修や手順書などは、文字では

なく動画で、日本語字幕を付けるようにし

ている。 
・ 商品に対する意見などは、ポジティブな声

を掲載し、従業員のモチベーションアップ

を図っている。 
 
D．考察 
今年度においては、食品工場２箇所について

訪問調査を実施し、食品防御の観点からみた脆

弱性に関する情報を収集・整理した。いずれも

新しい施設で、設計時から食品防御対策も想定

されており、対策としては充実した施設であっ

た。 
その結果、今後、食品防御ガイドラインに新

たに反映できる可能性のある脆弱性の内容とし

て、以下のような項目が考えられた。 
 

（製造版について） 
 「人的要素（従業員等）」パート 

 顔見知りのグループ内から複数の従

業員が雇用されていることが想定さ

れるような状況においては、組織外に

おけるグループで影響力を持つ人物

をチームリーダーとするなど、組織外

のヒエラルキーの要素も加味したマ

ネジメントを行う。 
 手順や禁止事項などは動作を動画に

するなどして、可なら次実施すべき事

項については言語等によるギャップ

が生じないようにする。 
 「施設管理」パート 

 事務エリアなど別の機能を持つ場所

と隣接せざるを得ない場合は、なるべ

く物理的障壁を設けて異物混入を防

ぐ。 
 施設内で利用するターレ等の什器類

については、鍵の管理を厳格化し、悪

意を持った第三者に使用されないよ

うにする。 
 

E．結論 
食品製造業２箇所について実地調査を行い、

食品防御の観点からみた脆弱性に関する情報を

収集・整理した。 
その結果として、今後、食品防御ガイドライ

ンに反映できる可能性のある対策４点を抽出し

た。 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし 
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